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午前10時０分開会

会議に付した案件

○概要説明

商工観光労働部

１．地域経済の活性化・中小企業等振興支援

について

２．女性や若者の就業・雇用の状況と支援に

ついて

３．人材育成・確保について

○協議事項

１．県内調査について

２．次回委員会について

３．その他

出 席 委 員（10人）

委 員 長 脇 谷 のりこ

副 委 員 長 本 田 利 弘

委 員 中 野 一 則

委 員 二 見 康 之

委 員 内 田 理 佐

委 員 福 田 新 一

委 員 山 口 俊 樹

委 員 坂 本 康 郎

委 員 永 山 敏 郎

委 員 図 師 博 規

欠 席 委 員（１名）

委 員 山 下 博 三

委員外議員（なし）

説明のため出席した者

商工観光労働部

商工観光労働部長 川 北 正 文

商工観光労働部次長 柏 田 学

企業立地推進局長 児 玉 洋 一
兼企業立地課長

観光経済交流局長 佐 野 晃 浩

部 参 事 兼 塩 田 康 一
商 工 政 策 課 長

経営金融支援室長 酒 匂 晋 也

企 業 振 興 課 長 鍋 島 宏 三

食品・メディカル 井 上 裕 二
産 業 推 進 室 長

雇用労働政策課長 湯 浅 聡

国際・経済交流課長 児 玉 利 文

事務局職員出席者

政策調査課主幹 森 田 恵 介

○脇谷委員長 それでは、ただいまから地域活

性化対策特別委員会を開会いたします。

初めに、本日の委員会の日程についてであり

ますが、お手元に配付の日程（案）を御覧くだ

さい。

本日は、地域経済の活性化・中小企業等振興

支援についてや、女性や若者の就業・雇用の状

況と支援について、そして、人材育成・確保に

ついて、この３点について、商工観光労働部か

ら説明いただきます。その後、委員会の県内調

査等について御協議いただきたいと思いますが、

このように取り進めてよろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○脇谷委員長 それでは、そのように決定いた

します。

執行部入室のため、暫時休憩いたします。

午前10時１分休憩

午前10時３分再開

令和６年７月18日（木曜日）
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○脇谷委員長 それでは、委員会を再開いたし

ます。

本日は、商工観光労働部においでいただきま

した。

執行部の皆さんの御紹介につきましては、お

手元に配付の出席者配席表に代えさせていただ

きます。

それでは、執行部から概要説明をお願いいた

します。

○川北商工観光労働部長 どうもおはようござ

います。商工観光労働部長、川北でございます。

本日はどうぞよろしくお願いいたします。着座

にて失礼いたします。

それでは、資料２ページ目の目次をお願いい

たします。

本日は、Ⅰ、地域経済の活性化・中小企業等

振興支援について、Ⅱ、女性や若者の就業・雇

用の状況と支援について、そして、Ⅲ、人材育

成・確保についての３点につきまして、当部の

取組を説明させていただきます。

人口減少・少子高齢化が進む中、本県経済を

持続的に発展させていくためには、企業の競争

力、稼ぐ力を高め、産業全体の付加価値を高め

るとともに、それを支える人材の育成・確保が

大変重要であると認識をいたしております。

このため、当部では、みやざき産業振興戦略

等に基づきまして、様々な施策を展開している

ところでございます。

取組の詳細につきまして、この後、担当課長

から説明をさせていただきます。本日はどうぞ

よろしくお願いいたします。

○鍋島企業振興課長 企業振興課でございます。

地域経済の活性化・中小企業等振興支援につき

まして御説明いたします。

地域活性化対策特別委員会資料３ページを御

覧ください。

まず、地域経済を牽引する企業の育成につい

てでございます。

現状の右側、事業従事者１人当たりの付加価

値額及び１人当たり県民所得を御覧ください。

本県の付加価値額は全国43位、また、県民所得

は46位と下位に低迷しております。この要因と

して考えられることは、本県には売上高が高い

企業が少なく、その一方で、医療・福祉など、

労働集約型サービス業の割合が高いことなどが

挙げられます。このため、県外から外貨を稼ぎ、

稼いだ外貨を県内で循環させ、本県経済を牽引

する中核となる企業を育成し、本県の経済全体

を活性化させていくことが必要となります。そ

の主な取組につきまして御説明いたします。

４ページを御覧ください。

本県の経済を牽引し、中核を担う企業の育成

に向けて、成長期待企業の認定と支援を行って

おります。産学金労官13機関で構成する企業成

長促進プラットフォームにおきまして、県外か

ら外貨を獲得し、県内経済の循環拡大や雇用の

貢献など、売上高30億円以上の中核企業へ成長

が期待できる企業を成長期待企業として認定し、

企業ごとの課題や支援ニーズに対応した伴走支

援を行っております。

その実績としまして、認定企業31社のうち、

３社が売上高30億円以上を達成し、31社の合計

となりますが、売上高ではおよそ110億円の増加、

従業員数につきましても472名の雇用を創出する

など、取組の成果が現れているところでありま

す。一方で、新型コロナウイルス感染症の影響

や国際情勢の変化に伴い、成長期待企業におき

ましても売上高が大きく減少するなど、多くの

企業が厳しい経済状況に直面いたしました。

このような経営環境の変化を受け、社会的・
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経済的な要因に動じることなく、自己の変革力

により柔軟に対応し、新たなビジネスモデルの

実現に向け、積極的に挑戦し、着実に成長して

いけるレジリエンスの高い企業を、下の枠囲み

にあります「宮崎県次世代リーディング企業」

として認定しまして、現在、外部専門家などに

よる支援を行っているところであります。

続きまして、５ページを御覧ください。

スタートアップの創出と成長促進であります

が、スタートアップとは、企業のうち、先進的

な技術やアイデア等の強みを生かし、短期間で

成長を目指す企業のことで、国は令和４年をス

タートアップ元年と位置づけ、積極的に支援し

ております。本県におきましても、令和５年度

からスタートアップに係るセミナーやワーク

ショップ等を合わせて７回開催し、機運醸成に

努めるとともに、スタートアップ企業３社の伴

走支援を行ったところであります。

６ページを御覧ください。

上の枠囲み、技術開発の支援では、県内企業

と大学など、試験研究機関の有する研究成果の

活用や廃棄物のリサイクル促進技術、新エネル

ギーを活用した脱炭素化技術の開発など、令和

５年度は合わせて17件の共同研究を支援してお

ります。

その下の県内企業の生産性向上支援では、県

内ものづくり企業の省力化や自動化、生産性向

上のための設備改修、事業の新展開に向けた設

備改修を含め、令和５年度は17事業者に対して

支援したところであります。

７ページを御覧ください。

続きまして、成長産業の振興についてであり

ます。

現状の左側のグラフは、農業産出額及び食料

品・飲料等出荷額と本県の全国順位を、右側の

グラフは、本県の医療関連機器の開発案件数を

お示ししております。

課題でありますが、左側の食品分野、フード

ビジネスの課題は、農業産出額が全国上位であ

るのに対し、食料品・飲料品等出荷額は全国中

位であり、豊富な食材が県外へ素材として出荷

されている現状がうかがえます。このため、県

内素材の県内での食品加工を一層推進する必要

があります。

また、メディカル分野、医療機器関連産業の

課題としまして、開発件数は増加しております

が、医療分野などのデジタル化等、変化に対応

できるような製品開発が求められておりますの

で、それらを踏まえ、新たな企業の参入や新製

品の開発を推進する必要があります。

８ページを御覧ください。

その主な取組を御説明いたします。

食品製造業の振興につきましては、みやざき

フードビジネス振興構想に基づき、生産性向上

や付加価値化を目指す企業の取組を支援してお

ります。それら支援によりまして、令和５年度

は、食品安全に係る第三者認証を３社が取得す

るとともに、新商品の開発や改良11件に対して

補助したところであります。

９ページを御覧ください。

医療関連機器産業の振興につきましては、東

九州メディカルバレー構想に基づき、産学官が

連携し、医療関連機器の開発、販路開拓などに

取り組んでおります。医療関連機器産業の参入

支援では、専門知識を有するコーディネーター

などを配置するとともに、研究会を組織し、セ

ミナー等を開催しております。そのほか、宮崎

大学医学部への延岡市との共同寄附によりまし

て、研究開発などを推進しております。令和５

年度は、３件の医療関連機器について開発支援
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を実施するとともに、首都圏で開催された４展

示会に出展し、販路拡大に努めたところであり

ます。

10ページを御覧ください。

半導体関連産業の振興でありますが、半導体

は、身近な電化製品をはじめ、ＡＩやロボット、

パソコンなどに欠かせない基幹部品であり、世

界的なデジタル社会への移行、脱炭素化が進ん

でいく中にあって、その需要は中長期的にも先

堅いとされております。

産学官の連携により設立した、みやざき半導

体関連産業人材育成等コンソーシアムでは、半

導体人材の育成・確保のほか、コンソーシアム

会員企業の取引拡大を推進することにより、本

県の半導体産業の振興を図ることを目的として

おり、半導体人材の育成とともに、企業間取引

や海外との産業交流促進などを取組の柱として

おります九州半導体人材育成コンソーシアムと

相互に連携を図りながら、県内経済の活性化に

つなげることとしております。

11ページを御覧ください。

次に、企業誘致の取組についてでございます。

企業誘致の流れをまとめております。団地の確

保から誘致活動、企業への支援、継続的なフォ

ローを行いながら、県内定着へつなげていると

ころであります。地域経済の活性化に向けまし

て、関係各機関とも連携しながら取り組むこと

としております。

私からは以上でございます。

○塩田商工政策課長 商工政策課でございます。

それでは、４の労務費の適正な価格転嫁への

支援について御説明いたします。

12ページを御覧ください。

まず、価格転嫁の状況であります。

県内の中小・小規模事業者を取り巻く環境は、

原材料価格の上昇や労務費等のコスト増の影響

により、大変厳しい状況がございます。このた

め、労務費等のコスト増加分を価格に転嫁する

取組が重要でありますが、県が昨年度実施した

アンケート調査によりますと、転嫁率が５割未

満、つまり、コスト上昇分の半分も転嫁できて

いない事業者の割合は、グラフの赤枠で囲んで

ありますとおり、労務費で80.4％、エネルギー

費で76.4％、原材料費で60.9％となっており、

特に労務費の価格転嫁が進んでいない状況と

なっております。

下の事業者の声にありますように、労務費に

ついては、自助努力で解決すべきとして、価格

交渉自体を拒否された、また、労務費上昇分の

エビデンスを示すことができず、諦めざるを得

なかったといった意見が寄せられております。

13ページを御覧ください。

このような状況から、（２）の課題にあります

とおり、転嫁率向上のための取組強化や、価格

転化に必要な商品・製品の原価構成を踏まえた

価格交渉の取組が必要と考えております。

このため、（３）の主な取組にありますとおり、

昨年８月、国や県、経済団体、労働団体が一体

となって、価格転嫁の円滑化に関する協定を締

結し、具体的取組に記載のとおり、価格転嫁へ

の理解促進のための広報活動や原価管理に係る

基礎知識習得のためのセミナー開催のほか、パ

ートナーシップ構築宣言の周知・広報等に取り

組むこととしております。

次に、14ページを御覧ください。

５の商工会等と連携した取組についてであり

ます。

まず、（１）の県内企業の状況でありますが、

今年６月に県とみやぎん経済研究所が共同で実

施した2024年６月期の企業動向アンケート調査
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によりますと、今期の全般的業況ＤＩ、これは、

景気動向を判断する指標として、業況が「好転」

と回答した割合から「悪化」と回答した割合を

引いた数字でありますが、物価上昇による個人

消費の減少や原材料価格の高騰等により、マイ

ナス15と前期比で６ポイントの悪化となってお

ります。

来期につきましては、引き続き、原材料価格

や賃上げ等によるコスト増の影響が予想される

一方で、価格転嫁や新規顧客の獲得等により、

今期より10ポイント改善のマイナス５の見込み

となっております。

（２）の県内企業を取り巻く課題といたしま

しては、人手不足が深刻化する中で、省力化の

ための投資等を通じた生産性向上や、コスト上

昇を踏まえた適正な価格設定や支援機関の活用

等による売上げの増加、起業等による新たな担

い手の確保が必要と考えております。

15ページを御覧ください。

（３）の商工会等を通じた事業者支援の主な

取組であります。

まず１つ目は、中小企業等の経営基盤強化等

への支援でありますが、企業の身近な相談機関

である商工会議所や商工会等が中小企業等から

の相談内容に応じて専門家を派遣しておりまし

て、昨年度は400件の派遣を行ったところであり

ます。右の表に昨年度の派遣実績をまとめてお

りますが、業種別ではサービス業、相談内容別

では経営・労務関係のアドバイスが多く実施さ

れたところであります。

２つ目は、小規模事業者の新事業展開等への

支援であります。事業の継続・発展、自己変革

力のある事業者を増やすため、小規模事業者が

商工会議所等の支援を受けながら、新事業展開

や販路開拓に取り組むための経費を補助するも

のでありまして、昨年度は248者への支援を実施

いたしました。

最後は、地域課題の解決に資する起業支援で

あります。デジタル技術を活用して地域課題の

解決に取り組む起業者や、事業承継、第二創業

を行う事業者に対し、起業等に必要な経費を補

助するものであり、昨年度は訪問介護事業など、

８者への支援を行ったところであります。

商工政策課の説明は以上であります。

○湯浅雇用労働政策課長 雇用労働政策課でご

ざいます。

資料の16ページを御覧ください。

ここからは、Ⅱ、女性や若者の就業・雇用の

状況と支援について御説明いたします。

まず、１、女性の就業支援についての（１）

現状についてです。

①男女別の労働力率の推移の表を御覧くださ

い。労働力率とは、15歳以上人口に占める労働

力人口の割合を示しており、令和２年の労働力

率は60.9％になっており、前回調査よりも上昇

しております。男女別に見ますと、男性は69.1

％、女性は53.8％となっており、男女ともに労

働力率が上昇しております。

17ページを御覧ください。

②年齢・男女別の労働力率についてです。左

の男性のグラフでは、25歳から59歳までに各年

齢階級で90％以上となっております。また、右

の女性のグラフでは、実線の令和２年調査にお

いては、25歳から54歳までの各年齢階級で80％

以上であり、前回の平成27年調査と比べると、

全ての年齢階級で数値が上昇し、30歳から34歳

になりますが、Ｍ字カーブの底が上昇しており

ます。

18ページを御覧ください。

③男女別の賃金についてです。本県の令和５
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年の男女ごとの賃金は、所定内給与額になりま

すが、男性が28万900円、女性が22万2,400円と

なっており、男性を100とした場合に、本県の女

性は79.2となっております。

19ページを御覧ください。

④男女別の雇用者の雇用形態についてです。

左の男性のグラフの令和４年を見ますと、会社

役員などを除く雇用者に占める正規の職員・従

業員は78.9％、パート・アルバイトなどの非正

規の職員・従業員は19.2％となっております。

また、右の女性のグラフの令和４年を見ますと、

会社役員などを除く雇用者に占める正規の職員

・従業員は47.5％、パート・アルバイトなどの

非正規の職員・従業員は48.4％となっておりま

す。

このように、非正規労働者の割合は、男性は

約２割、女性は約５割で推移しておりますが、

非正規の職員・従業員に就いている主な理由は、

令和４年の調査結果によりますと、男性は「そ

の他」が最も多く、次いで「主に自分の都合の

よい時間に働きたいから」となっているのに対

し、女性は「主に自分の都合のよい時間に働き

たいから」が最も多く、次いで「主に家計の補

助・学費等を得たいから」となっております。

20ページを御覧ください。

⑤管理的職業従業者に占める女性割合につい

てです。令和２年国勢調査によりますと、本県

における会社役員や会社管理職員等の管理的職

業従事者に占める女性の割合は15.5％となって

おり、これまでの推移を見ると、緩やかな上昇

傾向にはありますが、女性の参画は十分に進ん

でいない状況であります。

次に、⑥県内事業所における男女別の育児休

業取得率についてです。令和５年度の調査結果

によると、男性は36.4％、女性は98.5％となっ

ており、男女とも年々増加していますが、男性

は女性と比べると依然として低い状況でありま

す。

ここで、これまでの現状を踏まえた主な課題

についてですが、人材確保が喫緊の課題となる

中、女性のより一層の就労を促進することが重

要である。女性は生活環境等により、多様な働

き方を希望する方も多い状況。働き方における

様々な格差の是正を図るため、女性・若者をは

じめ、本人の希望やライフスタイルの変化に対

応した多様で柔軟な働き方を実現できる環境づ

くりも重要であるといったことが挙げられます。

21ページを御覧ください。

ここからは、（３）女性を対象とした主な取組

について説明いたします。

当課では、みやざき女性就業支援センターを

運営しております。相談窓口としては、令和２

年にみやざき女性・高齢者就業支援センターと

して設置したのが最初になりまして、昨年の４

月からは、機能強化を図るため、みやざき女性

就業支援センターとみやざきシニア就業支援セ

ンターの２つに分けて運営を行っております。

女性就業支援センターでは、おおむね55歳未

満の方を対象としており、求職活動の相談やセ

ミナー、求人開拓、マッチング等を行い、女性

が希望する多様な就業スタイルに寄り添いなが

ら、女性の就職活動及び事業所の人材確保を支

援しております。

22ページを御覧ください。

女性就業支援センターの運営状況についてで

す。上段の表に記載のとおり、相談件数は、令

和２年のセンター開設以降、年々増加しており、

就職決定者数も少しずつ増えてきている状況で

す。また、下の表には、就職に向けたマッチン

グに利用するみやざき女性人材バンクシステム



- 7 -

令和６年７月18日（木曜日）

への登録状況を記載しております。こちらのシ

ステムへの登録は、順調に推移しているところ

です。

23ページを御覧ください。

女性に寄り添った支援について、例を挙げま

すと、子育て支援センターや大型商業施設で女

性求職者の掘り起こしを行ったり、企業向けに

女性活躍推進をテーマとしたセミナーの実施の

ほか、求人・求職マッチングの際には、ワーク

・ライフ・バランス型やスキルアップ・チャレ

ンジ型など、働くスタイルの希望に応じた対応

を行っております。また、相談窓口にはキッズ

スペースを設けており、お子様連れの女性の方

にも配慮しております。

24ページを御覧ください。

２の新規学卒者を含む若者の就業支援につい

てです。

①の本県の高校生の県内就職率は、令和５年

３月卒で63.8％となり、上昇傾向が続いており

ますが、それでも全国平均との比較では大きく

下回っている状況にあります。

②の本県の県内大学・短大等の県内就職率に

ついても、４割台での推移が続いております。

25ページを御覧ください。

③の新規学卒者の３年以内の離職率の推移に

ついてです。本県の状況は青色の実線になりま

すが、左の高卒者ではおおむね改善傾向にあり、

右の大卒者ではほぼ横ばいとなっておりました

が、令和２年３月卒者につきましては2.6ポイン

トの改善が見られました。全国と比べますと、

本県の新規学卒者の離職率は、高卒者は下回る

こととなりましたが、大卒者は依然高い状況に

あります。

これまでの現状を踏まえた主な課題について

ですが、人材の育成・確保・定着を図るため、

若者に県内企業の魅力等について理解してもら

うことや企業と若者のミスマッチを解消するこ

と、女性・若者をはじめ、多様な人材が働きや

すい職場環境を整備することが重要であると考

えております。

26ページを御覧ください。

次に、新規学卒者を含む若者の就業支援につ

いての主な取組ですが、これについては、労働

局やハローワークも大きな役割を担っており、

関係機関と連携しながら取組を進めているとこ

ろです。

まずは、①高校生等向けの情報発信について

です。応募前ジュニアワークフェアの開催は、

労働局と共催で行っているもので、就職活動を

控える高校３年生に対し、求人応募前の段階で、

県内企業への理解を深めてもらう機会として実

施しております。

また、高校１、２年生向けオンライン企業説

明会や就職体験ガイダンス、中学２年生向け県

内事業者との意見交換会や保護者・教職員向け

の企業見学会など、高校生はもとより、その前

の世代の中学生や進路決定に影響のある保護者

や教職員が、県内企業の魅力や本県で働く魅力

をより知る機会となり、県内就職希望者の増加、

ミスマッチによる早期離職の防止や将来的なＵ

ＩＪターンにつながるものと考えております。

27ページを御覧ください。

このほか、高校生向けの就職総合情報サイト

の運営により、県内企業の紹介や宮崎で働くよ

さを情報発信しております。

②大学生向けのインターンシップについては、

これを受け入れる県内企業と参加を希望する学

生とのマッチングを行うサイト「みやざきイン

ターンシップＮＡＶＩ」を運営しており、学生

のインターンシップへの参加を支援しておりま
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す。

28ページを御覧ください。

おおむね40歳未満の求職者や在職者を対象に、

就職活動や働き方等の相談・支援窓口として「ヤ

ングＪＯＢサポートみやざき」を設置しており

ます。また、大学生向けの就職総合情報サイト

の運営により、高校生向けサイトと同じく、県

内企業の紹介や宮崎で働くよさを情報発信して

おります。

29ページを御覧ください。

県内就職希望者と県内企業との出会いの場と

して、県内３会場で就職説明会を開催しており

ます。今年度は、宮崎会場で２回実施すること

としており、出会いの場がより一層広がること

を期待しております。

30ページを御覧ください。

働きやすい職場づくりについての主な取組に

ついて説明いたします。

仕事と生活の両立応援宣言は、企業や事業所

のトップの方に、従業員の仕事と生活の両立に

向けた具体的な宣言をしてもらう制度になりま

す。この宣言をきっかけに、働きやすい職場づ

くりへの意識を高めてもらい、事業主と従業員

の意識改革やモチベーションアップ等につなげ

ることを期待しているところです。応援宣言を

行った企業に対しては、宣言書を交付するとと

もに、県庁ホームページで紹介することとして

おります。

次に、働き方改革アドバイザー派遣について

です。

県内企業に対して、社会保険労務士等の専門

的な人材を派遣し、企業における職場環境整備

を支援するものです。派遣終了後は、取組内容

や成果等について発表していただく報告会を開

催することとしております。また、経営者や人

事労務管理担当者向けにセミナーや研修会等を

実施し、働き方改革に取り組む企業を支援して

いるところです。

31ページを御覧ください。

働きやすい職場「ひなたの極」認証制度です

が、こちらは、仕事と生活の調和の実現に向け

た職場環境づくりを積極的に行っている企業や

事業者のうち、特に優れた取組成果が認められ

る企業等を知事が認証する制度になります。認

証企業等の取組については、広く県民や県内企

業等に紹介することで、県内におけるワーク・

ライフ・バランスの推進につなげていきたいと

考えております。また、認証企業にとっては、

企業イメージの向上により人材確保につながる

など、よい効果が期待できると考えております。

令和６年度から新たに、働きやすい職場「ひ

なたの極」強化事業として、「ひなたの極」認証

企業を対象に、国の両立支援等助成金の職場復

帰に係る助成金支給を受けた場合に、奨励金の

支給やＳＮＳ等を通じた認証制度の情報発信を

行うこととしており、認証制度のさらなる普及

促進を図ってまいります。

女性や若者の就業・雇用の状況と支援につい

ての説明は以上です。

○鍋島企業振興課長 改めまして、企業振興課

でございます。

続きまして、Ⅲ、人材育成・確保につきまし

て御説明いたします。

32ページを御覧ください。

まず、１の産業人材についてでありますが、

①の有効求人倍率の推移につきまして、水色の

実線が本県の有効求人倍率となります。令和５

年度は1.37倍で、前年度から0.07ポイント低下

したものの、令和２年度以降、全国の有効求人

倍率を上回っており、県内企業にとって人手不
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足感が底堅い状況となっております。

33ページを御覧ください。

続きまして、産業別新規求人状況であります

が、表には、令和元年度から５年度までの新規

求人数の推移をお示ししております。元年度と

５年度とを比較しますと、求人数が増加した主

な産業は、赤線で囲っております情報通信業、

医療・福祉、他に分類されないサービス業の３

産業であり、全体では6,766人の増加となってお

ります。

34ページを御覧ください。

雇用者数の現状でありますが、みやぎん経済

研究所と共同で実施した今年６月期の企業動向

アンケート調査における雇用者数の現状ＤＩを

右側にまとめております。白が前期１～３月期、

水色が今期４～６月期の状況をお示ししており

ますが、全業種で不足している状況にあります。

このような現状を踏まえまして、課題を35ペ

ージにまとめております。

人手不足は、全業種において常態化しており、

特にものづくり分野におきましては、技術を継

承する若者の確保が困難になっております。加

えて、投資が活発化しております半導体関連産

業や各産業のデジタル化推進に向けましては、

それらの人材の育成・確保が重要な課題となっ

ております。

その取組につきまして、36ページを御覧くだ

さい。

人材の育成・確保に係る総合調整は総合政策

部が担い、具体の取組は各部で行っております。

今回は、商工観光労働部が担当する人材の育成

・確保のうち、製造業に係る状況をまとめてお

ります。

まず、ものづくり分野の主な取組であります。

企業、教育機関と連携し、実践的な人材の育成

に向けて取り組んでおります。ものづくり実践

では、溶接技術者等から技術指導を受けながら、

ものづくりの難しさとともに、製品をつくり上

げることの楽しさ、職業としてのものづくりの

魅力を直接現場で体感してもらっております。

令和５年度には、溶接分野や炭素繊維強化プラ

スチックの加工技術等につきまして25名が指導

を受けたところであります。

次のものづくり企業体験では、学生等がもの

づくり企業を訪問し、講話や製造現場の見学な

ど、ふだん授業では経験できない体験を通じて、

製造現場での考え方や取組姿勢などについて学

んでもらっております。令和５年度は、半導体

について、宮崎大学から講師を招き、講義を受

けた後、半導体製造現場の見学などを行ったと

ころであります。

続きまして、37ページを御覧ください。

半導体分野の主な取組であります。国内にお

ける半導体関連企業の工場新設や地場企業によ

る設備の機能強化から、県内半導体関連企業が

必要とする人材の育成・確保に取り組むことと

しております。令和６年度からの事業であり、

実績はありませんが、産学官で構成するみやざ

き半導体関連産業人材育成等コンソーシアムと、

半導体の理解促進に向けたセミナーの開催や、

大学や企業での人材育成を支援し、半導体人材

確保に努めてまいります。

38ページを御覧ください。

ＩＣＴ分野の主な取組であります。コロナ禍

を契機に、県内企業の経営環境も大きく変化し、

デジタル化やＩＣＴ技術への関心が高まる中、

ＩＣＴエンジニアの育成・確保に向け、取り組

んでおります。

上の枠囲み、ＩＣＴ資格取得のための講座の

開催では、資格取得に必要なＩＣＴ関連講座を
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連続して開催しており、令和５年度は、県内の

ＩＣＴ企業従事者や企業のＩＣＴ業務従事者、

合計109名が基本情報技術者研修など５つの講座

を受講しております。

下の首都圏在住ＩＣＴ人材のスカウトでは、

高いスキルを有するＩＣＴ人材の確保に向け、

首都圏在住で本県に関心を持つＩＣＴ技術者と

ネットワークを構築し、県内の企業等とのマッ

チングを図る取組を行っているところであり、

令和５年度末現在90名の方に登録いただいてお

ります。

39ページを御覧ください。

技能者等の育成に係る主な取組であります。

まず、県立産業技術専門校では、木造建築科

など４科におきまして、業界実態に応じた実践

的なカリキュラムにより、中核的な技能者とし

て将来の産業を支える人材の育成に取り組んで

おります。就職実績につきましては、表にあり

ますとおり、ほぼ100％となっております。

次に、下の枠囲み左側でありますが、離職者

を対象としましたデザインや情報等の職業訓練

を民間の教育訓練機関に委託し実施していると

ころでありまして、就職率は約８割となってお

ります。

また、右側、在職者を対象として、建設や機

械等の認定職業訓練を行う事業主等に対しまし

ては、運営費等を助成しているところでありま

して、令和５年度は490名が受講しております。

このような取組を通じまして、人材の育成確

保に努めているところであります。

私からは以上であります。

○湯浅雇用労働政策課長 雇用労働政策課でご

ざいます。

40ページを御覧ください。

２のＵＩＪターン就職者の確保についてです。

表は、本県の若年層における人口移動の現状

を示したもので、若年層は、特に進学や就業期

に当たる18、20、22歳の時点で県外へ流出して

いることが見てとれます。このため、流出した

若者をいかに県内企業へ目を向けさせ、県内企

業とマッチングしていくかが課題であり、また、

本県の強みや県内企業の魅力をＵＩＪターン者

に効果的に発信することが重要であると考えて

おります。

41ページを御覧ください。

ＵＩＪターン就職者を確保するための主な取

組についてです。

ＵＩＪターンを支援する窓口として、宮崎、

東京、大阪、福岡の４か所に総合政策部と協同

で宮崎ひなた暮らしＵＩＪターンセンターを設

置しております。ここでは、移住や仕事の相談

にワンストップで対応しているほか、本県への

就職を希望する県外在住者と県内企業とのマッ

チングを支援する、ふるさと宮崎人材バンクを

活用した無料職業紹介事業を実施しております。

42ページを御覧ください。

県外の学生への情報提供としましては、東京、

大阪、福岡、熊本に県外学生ＵＩＪターン就職

サポーターを配置し、県内企業の情報提供や就

職相談などを実施しております。また、県外在

住者を対象とした就職説明会も、オンラインで

の開催に加え、今年度、県外２会場で開催する

こととしております。

43ページを御覧ください。

令和６年度の新規事業として、ＵＩＪターン

就職を目指す求職者を対象に、就職活動に係る

交通費及び宿泊費を補助する宮崎県ＵＩＪター

ン就活応援補助金制度を開始したところであり、

この事業により、求職者が県内企業の情報や魅

力に触れる機会を増やし、若者を中心とした県
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内就職者の増加を図ることとしております。

44ページを御覧ください。

３の外国人材についてです。左の表は、本県

の外国人労働者の各年の推移を示しており、令

和５年度に過去最高の7,021人となっておりま

す。右の表は、その7,021人の国籍別内訳となっ

ており、ベトナムやインドネシアの割合が高く

なっております。

45ページを御覧ください。

こちらの表は、同じく7,021人の産業別内訳と

なっており、製造業や農業、林業に就業してい

る割合が高くなっております。

課題としては、今後、より一層、外国人材の

確保は重要になるため、外国人材と県内企業を

結びつける取組を強化していくことや、企業等

の外国人材定着の機運醸成及び受入れ環境の整

備を図る必要があると考えております。

46ページを御覧ください。

外国人材に係る主な取組についてです。

①県内企業向けの取組ですが、人材不足の解

消やグローバル展開を目指す県内企業に対して、

高度外国人材の採用を支援することとしており、

具体的には、コンサルティングなどの個別支援

や採用計画作成から個別面接の実施まで、伴走

型の支援を実施する個別マッチング、採用・定

着のポイントに関するセミナーの開催等を実施

しております。

47ページを御覧ください。

②留学生向けの取組ですが、高度な知識や専

門性を有する外国人留学生に対して、県内企業

への就職を支援することとしており、具体的に

は、就職相談サービスや初期の相談から個別面

接まで実施する個別マッチング等を実施してお

ります。

48ページを御覧ください。

③在留外国人向けの取組として、みやざき外

国人サポートセンターの運営を行っております。

このセンターは、外国人が安心して暮らせる環

境を整備するため、行政・生活全般の情報提供

や相談対応を多言語で一元的に行う相談窓口と

して設置しているものであります。場所はカリ

ーノ宮崎の地下１階で、祝日と年末年始を除く

火曜日から土曜日、午前10時から午後７時まで

営業しております。

外国人住民等からの相談を、対面、電話、メ

ール、オンライン等、様々な方法で受け付けて

いるほか、外国人住民の生活に関わる情報を多

言語化し、ホームページやＳＮＳ等を活用して

発信しております。

常駐している相談員２名は日本人であります

が、翻訳機と多言語コールセンターにより、日

本語のほか21言語に対応するとともに、ベトナ

ム語、インドネシア語をはじめとした７言語に

つきましては、各言語を母国語とする方に生活

相談員を委嘱し、生活相談会を開催して、母国

語で同郷の方に直接相談できる機会を設けてい

るところであります。

令和５年度の実績は、相談件数217件、相談人

数199人でした。

説明は以上であります。

○脇谷委員長 執行部の説明が全て終わりまし

た。48ページもの資料をつくっていただいて、

ありがとうございました。

これから質疑応答をお願いしますけれども、

ボリュームが大きいので、３つの大項目で分け

ていきたいと思います。最後に全体的なこと、

そして、その他をお願いいたします。

まず、３ページから15ページの地域経済の活

性化・中小企業等振興支援について、質疑、御

意見がございましたら、お願いいたします。



- 12 -

令和６年７月18日（木曜日）

○中野委員 ３ページをお開きください。ここ

に、九州管内の事業従事者１人当たりの付加価

値額が載っております。また、１人当たりの県

民所得も載っております。大分県と宮崎県の比

較ですが、付加価値額が大分県とかなり差があ

りますし、大分県は県民所得も36位とはいえ、

九州では２番目ということになっております。

我々が小中学校の頃には、九州の特に県庁所在

地では大分市と宮崎市が15万人以下で、非常に

人口の少ないところというふうに習った記憶が

あります。大分県は昭和38年に新産業都市になっ

たのかな。そして、日向、延岡が昭和39年に新

産業都市に指定されたと記憶があるんです。どっ

ちもそういう経過がある中で、なぜ大分県とこ

んなに差が開いたのかなという気がいたします。

９ページでは、東九州メディカルバレー構想と

いうことで早くからいろいろ言われております

が、あんまり宮崎県のほうは目立っていないけ

れども、大分はそれなりに目立っているような

気がいたします。その辺りと、この付加価値額

あるいは県民所得が大分県とこんなに差が開い

た理由、課題等が分かればお答え願いたいと思

います。

○鍋島企業振興課長 ありがとうございます。

大分と宮崎の差が開いている状況でございます

が、課題のところにも書いておりますけれども、

売上高が大きな企業が本県は少のうございます。

大分県の場合、100億円以上を稼いでおります企

業が54社、本県は37社。また、1,000億円以上稼

いでおりますのが大分は３社と宮崎はゼロでご

ざいます。こういったことがございまして、中

核的な企業を育成していかなきゃいけない、そ

うでないと付加価値額はなかなか上がっていか

ないというふうなところで、今、取り組んでお

るところでございます。

○中野委員 大分県の県南のほうは、宮崎県の

県北とあんまり変わりません。大分県の県南か

ら宮崎県、大隅半島は、非常に所得が低い地域

だと思っています。そういう中でも大分県が高

いレベルにあるというのは、大分周辺の新産業

都市で、中津辺りは自動車産業等の企業も多い

し、福岡県の苅田辺りから中津辺りまでその産

業地帯がありますから、その辺の開きだと思い

ます。ですから、何かその辺のことを捉えてや

らないと、差は幾らでも開いていくなという気

がいたします。ぜひ、そういう取組をしていた

だきたいと思います。

それから、13ページ、労務費の適正な価格転

嫁について、非常に厳しいことが書いてありま

す。労務費は今度の賃上げでかなり高いレベル

で上がりましたが、（２）の課題の中に、労務費

等のコスト増加分を十分に転嫁できていないと

書いてあるということは、この県内においても

賃金は上がったということだと思うんですが、

そのとおりなのかをお尋ねします。

○塩田商工政策課長 この調査自体は昨年９月

に行っておりまして、今年度の春闘とかでは、

県内の企業も含めて大分賃上げ率は高いという

状況が出ております。コスト上昇、エネルギー

価格、原材料価格ですとか、労務費価格、その

うちの原材料とかエネルギーについてはある程

度転嫁できているんですけれども、労務費につ

いては、相手先企業さんの理解を得ることがな

かなか難しいと。原材料価格が上がった分につ

いては理解していただけるけれども、労務費に

ついては難しいところで、なかなか進んでいな

いといった状況でございます。

○坂本委員 私も価格転嫁の現状についてお伺

いします。これは全業種というか、全体の数値

だと思うんですけれども、県内の業界・業種別
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の何か傾向等を把握なさっていたら教えてくだ

さい。

○塩田商工政策課長 今回、資料につけており

ますのは、県のほうで行った調査でありますけ

れども、これとは別に、県とみやぎん経済研究

所が共同で行っている調査がございまして、そ

ちらの調査でいきますと、ここには記載してお

りませんけれども、業種別でいくと、最も転嫁

が進んでいるのは卸小売業ということで、６月

時点ですけれども、82.2％は転嫁が進んでいる

ということです。その一方で、製造業について

は53％にとどまっておりまして、逆の47％は転

嫁が進んでいないといったところで厳しい状況

が出ております。

○二見委員 宮崎県全体をまとめたデータ資料

かなと思うのですが、私がいる都城を見たとき

に、今、一部の地域の人口減少がすごい進んで

いたり、産業がほかのところに移ったりしてい

る地域があるんです。そういう現象が起こって

いるところは、新規参入とかがないような地域

なんです。要するに、民間の力じゃもう活性化

できなくなってくるというような地域になって

しまっていて、そういったところの地域活性化

の対策、県内全体の産業育成とかの視点は大事

なことだとは思うんですけれども、ある意味で

は、市町村と連携しながらそういう地域をどう

していくのかという視点を持っておくべきかな

というふうに思うところなんです。衰退してい

くところは、そのままどんどん落ちていってく

ださいということは絶対できないと思います。

何らかの形でその地域を生かしていくための政

策の立案、対応というものをやっていかないと

いけないと思うんですけれど、今のお話では、

ここの中にはちょっとそういうのはないのかな

と。もうちょっと市町村と連携したようなそう

いう地域─市町村自体もやっぱりそこをまず

見ていないとですよね。そういうことを認識し

た上でまちづくりというものを考えていかなけ

ればならないんだなと思うんですが、商工観光

労働部のほうではどんなふうにお考えですか。

○川北商工観光労働部長 資料においては、県

全体を俯瞰するような資料でございました。御

指摘がありますとおり、地域性というものはご

ざいます。現在、商工観光労働部におきまして

は、例えば、商工会連合会、そして商工会、今、

密に連絡、協議、調整等を図らせていただきつ

つ、そういった中小企業、小規模事業者、この

方々が地域を支える方々ですので、そういった

部分、今後、どういった施策が必要か、今の現

状の施策はどうかといった部分を密に意見交換

をさせていただいております。もちろん、市町

村とも十分連携を図りながら、地域特性に合わ

せた地域活性化というものは十分踏まえて進め

ていかなければならないと考えております。

○二見委員 商工観光労働部だけではなく、イ

ンフラ整備とかがやっぱり重なってくるんです

が、都城志布志道路ができることによって乙房

地域の住宅着工率がすごく増えたとか、人口が

増えればやっぱりそれに伴って周りの必要なも

のも増えてくるというような話もあります。と

いうことは、一つは、まちづくりのためにはやっ

ぱりインフラの整備が大事だろうと。人口が減っ

ているところにはそれなりの理由がある。工業

団地をつくれば工場が移転してくるので、そこ

は人が増えてくるとか、その周辺に住民が増え

る。多少距離はあっても、通勤がしやすいとこ

ろであれば、そこには家が建つ。こういった全

体的なものを考えていかないと。この間、子育

て世代の人がいて、「いや、ここに今住んでいる

けれども、子供が生まれたらちょっと引っ越さ
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ないといけないよね」とかいう話もしているん

です。医療がないとか、預けるところがないと

か、そういったものまで考えながら、この地域

の活性化をやっていかないといけないんだろう

なと。もちろん、産業育成の部分だけじゃなく

て、その周りのインフラも含めた施策の展開と

いうものを全庁的にやっていかなければならな

いんだろうなというふうに思いました。僕も考

えていかないといけないなと思っています。

○川北商工観光労働部長 宮崎県内は中山間地

域が大部分を占めております。もちろん、当部

におきましても全力を尽くしてまいりますが、

今、御指摘のあったインフラ関係、まさに地域

活性化は総合的に対策を展開しなければなかな

か効果が生じ得ないと考えております。各部に

連絡し、そして市町村、関係団体、十分に密に

連絡調整を図りながら対策を進めてまいります。

○福田委員 13ページなんですけれど、労務費

の適正な価格転嫁への支援というタイトルの中

で、課題の中の２番目に「価格転嫁に必要な商

品・製品の原価構成を踏まえた価格交渉が行わ

れていない」とあるんですけれど、これは具体

的に言うと、商品・製品の原価構成というのは、

中小企業においてのことですよね。これについ

てもっと言うと、製品の原価をもう一回見直せ

ということだと思うんですけれども、こういう

のに対しては、商工政策課としてはどういった

取組をされるんですか。

○塩田商工政策課長 ここで記載しています原

価構成を踏まえた価格交渉ということでござい

ますけれども、下請企業が親事業者に協議をす

る際に、根拠資料を示してくれということをよ

く言われると伺っております。基本的には、最

近の最低賃金はどれぐらい上がったとか、春闘

でどれぐらい賃上げがあったという資料を示せ

ばいいというふうに国は言っているんですけれ

ども、個別の協議の中ではやはり、例えば１つ

の製品をつくるのにどれぐらいコストがかかっ

て、どれぐらい利益が出てという、その辺のコ

ストの部分が幾ら上がっているのかとか、その

辺の詳細な資料を求められるというふうに伺っ

ております。それに、原価構成、例えば、原価

でいけば直接費だったり間接費だったり、流動

経費とか固定経費がありますけれども、その辺

を細かく分析した上で説得力のある協議を親事

業者としないと、なかなか協議に応じてもらえ

ないというところがありますので、そこの部分

は、県としましては、今年度の秋口にはセミナ

ー等も開催しながら、あとは交渉力を上げるた

めの取組といったことをやっていきたいという

ふうに思っております。

○福田委員 具体的取組という中で、４番目、

価格転嫁の推進のためのセミナー開催とありま

すけれど、そういうのが今おっしゃった内容で

すか。私は思うんですけれど、原価見直しといっ

たら、外部からはなかなか入れないところもあ

ると思うんです。例えば、材料の値段がどんど

ん上がっていて、これだけ上がっていて、元の

材料はこれだけ要るんだよというのに対して、

こうしなさい、ああしなさいというのは、やっ

ぱり企業というのは利益追求で競争しているわ

けですから、そこについてはなかなか入れない

んですけれど、今、言葉に出ました間接費とか、

ああいうところは意外と中小企業、自社ではな

くて、そういう間接費みたいなところで削ると

ころがいっぱいあるんじゃないかなというよう

な気もします。外注に出しているところとのい

ろんな交渉とか、さっき出たインフラの問題と

か、輸送費の問題とか、いろんなところもある

と思うので、そういうところはやっぱりきれい
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ごとばっかりじゃなくて、ちょっと泥臭いよう

なところに入っていかないといかんのかなとい

うような気もします。

○塩田商工政策課長 ありがとうございます。

基本的には、個別の企業同士の協議になります

ので、県がその中に入っていってというのはな

かなか難しい部分もありますけれども、県とし

ては、そういった環境整備だったり、価格転嫁

を進めていくという機運醸成だったり、セミナ

ー開催だったり、そういったところで環境整備

の部分でしっかり取り組んでいきたいというふ

うに思っております。

○福田委員 出荷する状態でも、１週間に毎日

出していたのを例えば週に２回だけまとめて出

すよとか、そういうのが意外とコスト原価につ

ながるようなところもあるかも分かりません。

○山口委員 ３ページについてなんですけれど

も、課題として、１人当たりの付加価値であっ

たりとか県民所得の低さというところを挙げら

れていると思うんですが、県の産業振興計画と

か総合計画において、この辺りの数値って目標

値としては出していないように見受けられるん

ですけれど、出していないということでいいで

すか。目標値として定めていないということで

いいですよね。これは何で定めないんですか。

課題としてこれがあるというふうにみんな認識

していて、これを解決しなくちゃいけないとい

うところでやっていこうというのに、これは直

接的に県民所得を上げていこうとか、付加価値

をこれだけ上げていこうということを目標値に

定めないというのは、何か理由があるんですか。

○鍋島企業振興課長 すみません。確かに、今、

付加価値額は幾らとかいうふうな形での定めは

ございません。この部分につきましては、例え

ば、３ページの左側のグラフなんですけれども、

令和２年と平成27年の比較をしてございます。

コロナ禍の令和２年につきましては製造業が

トップになっておるところでございます。この

部分について、付加価値額というのは状況とと

もにいろいろ変わっていくものですから定めて

いないのですけれども、確かに、今、山口委員

がおっしゃいましたように、方向性を定めるこ

とも必要かなと思っておるところでございます。

○塩田商工政策課長 山口委員からありました

とおり、付加価値額という形での数値目標とい

うのは定めておりませんけれども、県の総合計

画ですとか、当部で策定しておりますみやざき

産業振興戦略、この中には、１人当たりの労働

生産性を幾らから幾らに上げるとか、製造品の

出荷額を幾らに上げると、そういった形で目標

としては定めているところでございます。

○山口委員 それは見て思ったんですけれど、

何で直接的な数字で挙げないのかなというとこ

ろ。解決しなきゃいけない課題はここだという

ことがあるのであれば、それをちゃんと出さな

いと。労働生産性とかを上げていくための要素

として、先ほどおっしゃられた１人当たりの労

働生産性の向上率とかがあるのであれば、全部

上げていって、最終的に１人当たりの額のほう

が上がっていきますよというところも周知する

というのであれば分かるんですけれど。多分、

定められない理由があるんだろうなとは思うん

ですが、これはちょっと出し方とかを考えてい

ただいたほうが。いつまでたっても目指してい

るところはどこなんだと。労働生産性を上げて

いくとか、付加価値を上げていくとか、一つ所

得を上げていくというところを明確に挙げたほ

うが分かりやすいですし、目指すゴールがはっ

きりするんじゃないかなとは思いますので、こ

れは検討いただければなと思います。
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あともう一点、産業振興のところなんですけ

れども、今、半導体や医療関係の取組について

は非常に頑張っていらっしゃるのは分かったん

ですが、これって大体５年とか10年とかのスパ

ンでの産業振興なのかなと思っています。だか

ら、さらに先を見るというか、ＴＳＭＣについ

ても、恐らく、一、二年で決まったものではな

くて、何年も誘致活動をしながら出てきたと思

うんですが、宮崎県においては将来的にこうい

う産業を狙っていきたい、狙っていこうという

のが、水面下なのか分かりませんけれど、部内

では、実際にそういうアプローチをされていらっ

しゃるのか。

この間、僕は九州大学の水素関係とかを見に

行ったりしているんですけれど、いろんな先端

技術があって、うまくいくかどうかは別にして

も、技術的にはいろんなものがあるんだなとい

うのを勉強してきたんですけれど。企業誘致に

おいて、先端技術とか先端産業について、表に

出ていないものに対してのアプローチや情報収

集はどうされているのかというのを教えていた

だけると助かります。

○児玉企業立地推進局長 産業振興戦略の中で

は、今後、重点的に取り組んでいこうという重

点産業分野というのを定めているんですけれど

も、その中に先ほどおっしゃった半導体ですと

か、再生可能エネルギーの関係、あとはメディ

カル関係、先端産業も含めて、あります。具体

的にその中で水面下といいますか、今、半導体

については力を入れて動いています。半導体の

スパンというのが大体、ＴＳＭＣでもなんです

けれど、今、３年から５年というのが一つのス

パンです。そこで対応できないとどこか違うと

ころに行ってしまうというのが今の半導体の製

造関係の動きなので、今、そこに合わせて、県

内の自治体さんに工業団地の造成についてはス

ピードアップ、前倒しで整備を進めるようにと

いうことで、今度の６月補正でも予算を議決い

ただきまして、そこで工業団地の整備を加速化

させているというところになります。県として

は、そこで何とか半導体の関連の産業について

は対応できるのかなというのがありまして、今、

それを情報として国内・国外のあらゆるところ

に、宮崎はこういった造成をしてますよという

ＰＲ、情報提供をしているところでございます。

それ以外に、今後期待できるというところで

いきますと、これはまだ部として明確に定めて

いるところではありませんけれども、ここで申

し上げると、再生可能エネルギー、カーボンニュ

ートラルに向けての動きというのは世界的にも

動いていますので、そこに対応できる産業とい

うと、先ほど言われた水素関係とか蓄電池とか

データセンターというのは、今後、かなり有望

ではないかというふうに思っていまして、まず

は、そういったところの企業さんの情報収集を

やることと、関連する情報を持っている大手の

銀行さんですとか、経済産業省も含めて、そう

いう関係のところに情報収集と情報提供とを一

緒に、まだ水面下ではありますけれども、動い

ているというところでございます。

○永山委員 ５ページのスタートアップ関連で

聞きたいんですけれども、このスタートアップ

の支援というのは過去にどれぐらいからやって

いるかというところと、過去もしたのであれば、

何社ぐらい伴走支援をされているのかという実

績があれば教えてください。

○鍋島企業振興課長 スタートアップに本格的

に取り組み始めたのは令和５年度からになりま

す。伴走支援を行っておりますのは、ここに掲

げております３社と。
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○永山委員 では、今から成長のところを見守っ

ていく形になろうかなというふうに思うんです

けれども、成長過程のところで、短期間での急

成長、安定期までという形だとは思うんですが、

立ち上げていろいろ進められて、スーパーワー

ムさんとかは多分１億円ぐらい資金調達とかが

成功されている状況だったみたいなんですけれ

ども、フォローアップとかはどの辺までされる

ような支援なのかというのが分かれば教えてく

ださい。

○鍋島企業振興課長 令和５年度事業におきま

してはまだ足りない部分がございました。今年

度からそういった資金調達に向けた動きという

ものも支援していこうというふうに考えておる

ところでございます。

○永山委員 多分、いろんな新しい技術とかに

なってきて、当たり外れと言ったらいけないん

ですけれども、大きくもうかるところもあれば、

なかなかというところもあるとは思うんですけ

れども、いろんなところで支援を進めていただ

ければというふうに思います。よろしくお願い

します。

○福田委員 ７ページですけれども、フードビ

ジネスについて質問したいんですけれど、やは

り宮崎県というのは、ここに書いてあるとおり、

農業産出額が全国上位であるというのは本当に

そうです。そして、その下のほうに、「さらなる

成長が期待できるため、県内における食品加工

を一層推進する必要がある」とあるんですけれ

ど、今、推進される内容としては何か考えてい

らっしゃる話があるんですか。

○井上食品・メディカル産業推進室長 現状に

おきまして、今、委員がおっしゃったように、

他県と比べても、県内の製造が他県にそのまま

流れていたりとか、素材がそのまま県外に出さ

れているということで、まだまだ伸び代がある

というふうに考えております。今現在、当室で

取り組んでおりますのが、県の農林水産品を使っ

た新しい商品開発、そういったものの支援です

とか、あと、県外の大手の企業とかバイヤーさ

んあたりと今いろいろ販路拡大をする上で、製

造ラインの衛生管理、やはり食の安全安心とい

うのが非常に求められております。いわゆるＨ

ＡＣＣＰとかそういった衛生管理の第三者認証

取得というものを支援して他県への販路拡大を

支援したりとか、そういったものを行っており

ます。

○福田委員 やっぱり宮崎県というのは農業県

とも言えると思うので、非常にウエートの大き

いところだと思います。冷凍技術とかを見直す

こともいいかも分かりません。そういうのは関

係ないですか。

○井上食品・メディカル産業推進室長 冷凍技

術ですけれども、結構、県内にもいろいろ取り

組まれておる企業がおりまして、昨年、食品製

造業の規模拡大の支援ですとか、今年も補正で

出しましたものづくり補助金でも、冷凍野菜と

かそういったものの設備導入とか規模拡大とか

を図っておるところであります。

○脇谷委員長 それでは、１ページから15ペー

ジは終わりましたので、続いて、16ページから31

ページまでの女性や若者の就業・雇用の状況と

支援について、質問をお願いします。

○中野委員 17ページですが、この表を見なが

ら思ったんですが、今、非常に雇用が難しい、

いわゆる労働力の確保ができないというのが現

状です。この表は、令和２年度と平成22、27年

度の比較が書いてある表です。こういう表をもっ

て政策を立てたら、非常に現実的でないと思う

んです。これはちょうどコロナに入った令和２
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年で、雇用は、労働力率というこの男女の表で

は高い数字でずっと右肩で上がってきた状況だ

と思います。それから４～５年たった今日、非

常に労働力不足と言われているわけですから、

ここは女性を強調しての表だけれども、そうい

うものとこういう労働力率が、男女を含めてど

ういう状況になっているかということを見て雇

用の政策をしていかないと意味がないと思うん

です。だから、少なくとも令和５年の状況、暫

定的な数字はそちらのほうでは把握されている

わけですか。

○湯浅雇用労働政策課長 御指摘ありがとうご

ざいます。こちらの調査のほうは、５年ごとの

国勢調査に基づいている数値でございますので、

委員がおっしゃるように、実態を十分に把握し

ていない部分というのはある状況でございます。

具体的には、こういった数値としての同じレベ

ルでのデータというのは把握できていない状況

にあるんですが、そういったところを補う意味

で、直接、企業さんとか実際の状況というのは

また違う形の調査とか聞き取りを行って、フォ

ローというような形で補っていきたいと考えて

おるところです。

○中野委員 もう議員を二十数年しているけれ

ど、最初に言った質問も含めて言うならば、宮

崎県が全国レベルの低いところからどう脱却し

ていくかという政策をしないと。やっぱり繰り

返し繰り返しの政策だと思うんです。宮崎県は、

皆さん方、商工もなかなか上がっていかない。

九州管内を見ても下のほうに位置するというこ

とになると思うんです。だから、もっと数字の

捉え方も、現実に一番近い数字をどうやって把

握するかということに努力をされて政策を打っ

ていかないと、結果論で物事を判断しよってど

うだったこうだったでは政策にならないと思う

んです。先ほどから質問を聞いてもそこら辺り

だと思うんですけれども、どうでしょうか。

○湯浅雇用労働政策課長 おっしゃるとおり、

こういったデータがある一方で、まさに商工の

部門、実際に経済が動いているところの数値で

もありますので、そういうところにしっかり目

を向けて、また、そういったことを施策に落と

せるように取り組んでまいりたいと思います。

ありがとうございます。

○山口委員 女性の就労関係についてお伺いし

たいんですけれど、女性の就業についても、産

業振興計画の中では特段目標値とかが入ってい

ないですよね。どちらかというと、男女共同参

画の計画のほうに目標がいろいろ入っているの

かなと思うんですが、計画の中で女性の活躍と

かいろいろ触れられているのは読んだんですけ

れど、数値的目標ってあえて定めないんですか。

○湯浅雇用労働政策課長 ありがとうございま

す。委員がおっしゃられるとおり、雇用という

観点で、そこに女性をという数値を定めようと

はしていない状況でして、男女共同参画の中で

具体的に示せる部分については示していくとい

うふうな整理になっている状況でございます。

○山口委員 もう一点、雇用の現状のところを

見ると、女性の半分がパートとか派遣とかとい

う数字が出ていたと思うんですけれど、今ざっ

と経済センサスを見たところなので正確ではな

いかもしれないですが、女性の今の就労状況

も、20代から30代の女性と30代後半とか40代、50

代の女性の就労環境は違って、若年層は割と正

規労働者のほうが多くて、パートの方が少ない。

中間、30代後半になってくると、それがフィフ

ティー・フィフティーぐらいになって、この表

ぐらいになってくるというのは、データ上、ざっ

と読むと出てくるんですけれど。なので、恐ら
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くアプローチの方法が違うのかなと。一くくり

に女性の雇用形態がこうなっていますよじゃな

くて、世代によって恐らく変わってきているの

で、どこを目指すのかという、どっちに寄せて

いくのかというところって結構大事なのかなと。

先ほどの説明だと、女性は割と都合のいい時間

に働きたいからという言葉が出てきたりもして

いたんですけれど、それはあくまで過去と言っ

たらあれですけれど、20年、30年前に就労され

た方の価値観であって、今の方はどちらかとい

うとずっと正規で働きたいという方とかも多い

のかなと思うんですけれど、その辺りは世代に

よってアプローチを変えるとか政策を変えるみ

たいなことというのは検討されていたりするん

ですか。

○湯浅雇用労働政策課長 ありがとうございま

す。まさに委員がおっしゃるところが、17ペー

ジにあります右側のいわゆるＭ字カーブと言わ

れているところで、まず、女性のほうですと、20

から24歳ぐらいでまずは労働力として上がって

くると。結婚ですとか出産あたりで一旦落ちて

きて、またその後、子供とか家庭のほうが落ち

着いてくるともう一回働いてもらえるというよ

うな状況の中で、委員がおっしゃるように、ま

ず、大学とか高校とか短大とかを卒業すると正

職員として就職という状況で、その後、家庭の

環境とかで仕事を一旦離れる場合もありますけ

れども、その後、家庭の状況、子供さんの状況

等を見ながら、改めて御自身のライフスタイル

に合わせた形で仕事に戻っていくというような

状況があるのかなというふうに考えております。

まさにそういったところに寄り添うといいます

か、世代ごとに対応するというところで、資料

の21ページにもありますような女性就業支援セ

ンターというようなものを設けて、おおむね55

歳未満の中で、若い女性から、あるいは、家庭

や御自身のライフスタイルに合わせた中で働き

たい時間帯、あるいは働きたい仕事に就くとい

うような形を支援していくような取組を行って

いるところでございます。

○山口委員 ちょっと答弁はもう求めないんで

すけれど、昔は確かにＭ字カーブがあって、そ

れをどうやって解消していくかという考え方で

政策を打っていくというのが大事なポイント

だったと思うんですけれど、表を見る限り、も

うＭ字カーブはほぼ解消されつつあるというふ

うに考えるべきだと思うんです。そうなってき

たときの政策って、恐らく今までとは違う形で

打っていかないといけないと思いますので、今

までのＭ字カーブとかにとらわれない形で、次

の視点でぜひ政策とか計画を考えていただけれ

ばなと。これはもう答弁は大丈夫です。

○内田委員 今の質問のやり取りを聞いていま

していろいろ感じるところがあるんですが、何

か机上の空論になっているんじゃないかなと。

議会の場でもお話が出るんですが、企業の方々

が実際にそこに気づいているのかなということ

を感じます。女性就労支援の中身を見ています

と、確かに寄り添った支援があって、いろんな

セミナーとか就職説明会とかでも、意欲のある

企業さんのことだけが挙がってきて、結局、働

きたいという若い人とか女性とかがたくさんい

らっしゃると思うんですけれど、雇用形態がマッ

チしないんじゃないかなと。それで、結局はもっ

と企業に対して働きかけをやっていかないと受

皿が増えていかないんじゃないかなと思います。

企業の努力というか、意欲がないところでも人

材が不足しているという訴えがある企業に対し

て、具体的にこうすればマッチングするよとい

うようなところとかをもっとお伝えというか、
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示していくべきじゃないかなということを感じ

ます。技術力とかアイデアを伸ばしたりとかい

う成長促進のための事業展開はあるなとは思う

んですけれど、実際に人材を確保するための事

業というのが少な過ぎるんじゃないかなと思い

ます。人材確保のためのそういう企業に対して

の働きかけで、具体的に今御説明いただいた以

外のことでやっていることがあれば、今のニー

ズにきちんとマッチするような雇用形態をつく

るためのセミナーとか、何かそういう事業をさ

れているのであれば、今、示していただきたい

と思います。

○湯浅雇用労働政策課長 企業への働きかけの

部分になりますが、また資料のほうで若干ダブ

る部分があるんですけれど、21ページの女性就

業支援センターにおいて、もちろん、仕事を探

している女性の方からの相談を受けてというこ

とになるんですけれど、一方で、相談を受けて

実際に企業のほうに相談に行って、こういう条

件だったら働けるとか、こういう条件で働きた

いという声がありますということで企業のほう

に働きかけを行って、そういうことで、企業の

ほうの就業のルールだったり、そういうのを変

えて新しく雇ってもらうというようなパターン

がございますし、また、企業の働きかけという

意味では、このセンターのほうで企業に対する

セミナー等を行っているという部分もございま

す。

あと、直接的な部分ではないんですけれど、31

ページのほうで「ひなたの極」認証制度を紹介

させていただいていますけれど、こちらのほう

で、県内企業の中で、女性の配慮等を含めて働

きやすい職場という企業を知事のほうで認証し

て、実際の認証のときには、認証書授与式等を

開いて、こういう企業がありますというところ

を紹介することを通して、企業のほうにもそう

いう取組を促す。あるいは、そういった企業が

知名度を上げていく中で、そういう企業に人が

集まるのをまた別の企業が見て、こういうこと

で働きやすい職場に取り組んでいけば、自分の

ところももっと人が採れるようになるというこ

とを意識してもらうというような取組を行って

いるところでございます。

○内田委員 先ほどの御説明の中でも、商工会

との連携という中にそういうところも入ってい

るのかなということも感じたんですが、実は、

委員長と私が中央レディース会という勉強会に

参加させていただいたときに、リクルートの方

の講演を聞かせていただきました。そのときに、

九州は特にハローワーク等で求人のときに足り

ない言葉がありますと。それがすごく目立つと

言われたんですけれど、テレワークとか在宅勤

務という言葉があんまり出てこないと。だから、

逆にチャンスなんですよという話があったんで

すけれど、コロナを通じて生活重視になってい

たり、家族を大事にしたりとかいうことで、家

族といる時間を増やしたいと、ニーズがすごく

変わってきている。それに雇用形態が追いつい

ていないというか、キャッチできていないとい

うようなお話でした。

今現在、宮崎で企業の方などからよく聞こえ

る言葉が、もう以前からもなんですが、子供の

いらっしゃる方はお断りとか、女性はそのうち

結婚して子供を育てて働かせにくいとかいうよ

うなことで、今現在も出てくる言葉なんです。

そうじゃなくて、そのリクルートの方がおっしゃ

るのは、子供さんがいらっしゃる方が狙い目で、

２時間とか４時間勤務、プチ勤務から始めてく

ださい。育てて子供が成長したら正社員で雇う

とか、いろんな雇用形態を実際に具体的に、企
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業の外側の写真じゃなくて、中のこういう仕事

をさせますとか、こういう人をきちんとつける

から安心してくださいとか、そういう具体的な

ところが足りないなというような。だから、す

ごくチャンスに感じたんですけれど、そういう

ことを企業の方々に知っていただくというか、

学んでいただくチャンスというのをもっともっ

とつくっていただきたいなと感じました。

私は、講演したり企業の方がいらっしゃると

きに、そのときの話をしたら、すごくいい話を

聞いたとかいって、実際に変えてみますとか、

そういうようなことは言われるんですけれど、

だから、こういう説明の中に、働きたい人たち

に寄り添ったものだけじゃなくて、企業の改革

を実際に具体的に進めるというものがもっと出

てくるようになれば、受皿も広がって、働きた

いという人たちのマッチングにつながるんじゃ

ないかなと思うので、もっと具体的なものを進

めていただきたいなと思います。

○川北商工観光労働部長 今、いろいろ御指摘

を頂きました。例えば若者・女性が毎年、県外

に就学・就業でたくさん出ていくという状況の

中で、女性の働きたい職種が県内にあるのかと。

そして、企業さんにとっては働き方、これはも

う若者・女性共通だと思いますけれども、賃金

以上に福利厚生とか働き方に、今、若者は目が

向いているという部分もあります。そういう部

分に県内企業がどれだけ目を向けていただくか。

これは、私たち行政は努力してまいりますけれ

ども、もちろん企業さん、そして、様々な産業

団体の御協力を頂かなければ達成できないと考

えております。これはもう先ほどの繰り返しに

なってしまいますが、例えば、商工会連合会、

商工会議所連合会を含めて様々な団体と意見交

換をしつつ、今の若者のニーズとか雇用形態の

様々なニーズ、これはきちんと把握した上で、

県庁各部局とも連携しながら対策を立てていか

なければならないというふうに考えております。

○福田委員 山口委員と内田委員の話に併せて、

実は、世界にいろいろ輸出している企業が九州

に進出してきた企業なんですけれども、そこが

実際にやっているのは、やはり同じ作業を覚え

た女性をずっと雇用したいということで、例え

ば、子供が生まれて働く時間が例えば10時から13

時ぐらいまではいいよとかなると、その時間だ

けこの部屋で作業しなさいとなるんです。その

時間帯の作業をそこに置くんです。そして、あ

る程度その家庭が成長していって、８時から、

８時半からでも勤務できますよとなると、また

正社員に戻る。また子供が生まれたら、女性向

けに部屋を設けて、そういうような仕事の割り

振りで作業をやっているんですというのが、実

際、宮崎県でもされているところもあります。

だから、そういうところを今言われるように、

県としては、企業誘致に対してはこういう仕組

みもあるんですよ、取り入れてくださいという

ことをどんどんアドバイスすべきじゃないかな

と思います。

○中野委員 離職率のことでお尋ねします。25

ページの表で、高卒・大卒とも宮崎県のほうが

全国平均よりも高いというのが、これは問題だ

とは思います。それで、これは全職種から出た

数字だと思うんですが、これには公務員も入っ

ているわけですか。

○湯浅雇用労働政策課長 すみません、手元に

資料がありませんので、公務員は確認させてく

ださい。申し訳ありません。

○中野委員 もし公務員も入っておればですが、

入っていなければ民間ですから、民間はもっと

公務員からすると─入っても高い数字だと思
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うんです。

○湯浅雇用労働政策課長 申し訳ありません。

公務員は入っておりません。よろしくお願いし

ます。

○中野委員 最近、公務員も辞める人が多いと

いうことで、県も市町村もそれが悩みだという

ことは耳にしております。それで、私は基本的

に離職することが悪いことではないという認識

なんです。ここにいる議員はみんな離職した経

験のある人ばっかりだと思うんです。だから、

議員にもなれたと思うんです。それで、若いと

きには長い人生の中で例えばいろいろ働くこと

も、辞めてまた就職するのを繰り返すことで勉

強にはなっていると、こう思うんです。私も自

営を含めたら４回、職種が変わっておりますか

ら、３回目からは、そこの会社がいろんな事業

をしているものだから、いろんな職種の経験を

したということも、またこれは非常に勉強になっ

て、それを含めるとかなりの職種を渡り歩いた

なという気がしております。

それで、私はそういう思いがあるんですけれ

ども、雇用の安定のためにミスマッチを少なく

せないかん、解消せないかんとか書いてありま

すが、それで、要は、公務員は辞める人が今は

多いといえども、私の経験からすると、辞める

率はうんと低いと思うんです。安定しているか

らだと思うんです。ところが、民間の場合は、

こんなふうに約３割ないしそれ以上が辞めてい

るということは、やはり働きやすい環境ではな

いということがあったと。そのことがミスマッ

チだったという捉え方で３年以内、これを５

年、10年、20年としたら、うんと辞めていると

思うんです。定年までずっと続いていないとい

うのが現状だと思うんです。そのためには、企

業が問題だと思うんです。それで、多様な人材

が働きやすい職場環境を整備することが重要と

ありますが、そのことで県は政策的に企業にど

ういう対応をされているのかということをお聞

きしたいと思います。

○湯浅雇用労働政策課長 多様な人材が働きや

すい職場ということで、企業への働きかけとい

うことになるかと思うんですが、これまで、県

内企業の魅力のある企業等の取組について、例

えば、女性が活躍しています、あるいは、若者

とか高齢者を積極的に雇用して活躍しています

とか、そういった企業を紹介して、そういった

企業がしっかり人材確保等ができているような

事例を紹介することで、そういったことを県内

企業に促すというような取組をやっているとこ

ろでございます。

○中野委員 それで、これは改善されていると

いうふうな御認識なんですか。宮崎県だけでい

いですから。

○湯浅雇用労働政策課長 具体的な数字等のデ

ータというところではないんですけれど、先ほ

ど申し上げました「ひなたの極」の認証企業の

数ですとか、あるいは、仕事と生活の両立応援

企業あたりの数が増えてきているという実態に

基づいて、県内企業においてそういった取組意

識が高まっているものと考えております。

○中野委員 私はあんまりこの表は必要としな

い表だなというふうな認識です。以上です。

○二見委員 端的にちょっとお聞きしますけれ

ど、29ページの学生の就職の支援のところと42

ページのほうも県外の学生向けにやっている

じゃないですか。ぱっと見たときに、参加人数

が寂しいなと。企業１社に１人ぐらいみたいな。

あと、企業側も意欲が湧いてくるのかなという

ような課題を感じるんですが、実際、去年のこ

の実績を見て、やり方としてはどういうふうに
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考えていらっしゃいますか。

○湯浅雇用労働政策課長 御指摘のとおり、こ

ういった県内の企業等が一堂に集まるイベント

でもありますので、たくさん来てもらってとい

うところはあるんですが、会場のスペースの都

合とか、限られた日程の中でそういったスペー

スの中でやらないといけないという中で、エン

トリー希望はされているんだけれど、こちらか

らお断りをして、参加できていない企業がある

というような実態としてはございます。

○二見委員 すみません、ということは、これ

はもう結構来てもらっているというふうな認識

なんですね。

○湯浅雇用労働政策課長 お声かけして、そう

いったことを希望されている企業の方には来て

もらっていますので、必ずしも、この説明会以

外にもいろんな人の採り方とか出会いの場とい

うのはあるわけで、県のほうで主催してやって

いるこの説明会については、手を挙げてもらっ

て、そちらになるべく応えるような形で開いて

いるというような状況でございます。

○二見委員 これを見たときに、日程が８月、

９月って夏休みの時期です。県内の学生たちは、

学生時代の長期休暇のときは長期的な予定を組

むじゃないですか。宮崎出身の子が県外の大学

に行っていて、そこで説明会をしますよと案内

を出したときに、その子たちが自分のスケジュ

ールとか帰省していたら行けないと思うんです。

これは多分別々で案内しているのかなと思うん

だけれど、できることなら１つにまとめて、県

内も県外もどっちでもやっていますよというほ

うが学生にとっては選べるのかなと。自分が行っ

ている大学のところで受けられるのか、帰省し

ているときに見ることができるのかとか、そう

いったところまでちょっと、学生という特質を

見たときのやり方。特に夏休みだからというの

はあるんですけれど、これが例えば授業がある

時期の土曜日とかだったら、案内するのもそれ

ぞれの地域でいいと思うんですけれど、長期休

暇中というのはひとつどうかなと思いまして。

僕は数が多いとは思えんけれど、それぐらいの

スペースを選んでやっちゃっているのかなとい

うふうに思いましたけれど、頑張っていただき

たいなと思います。

○坂本委員 関連で。今、二見委員から大学生

の話がありましたけれど、26ページの高校生、

これは地域活性という視点から見ても、若年の

人口減少をどう食い止めるか、地元でどう働い

てもらうかという観点でやっていらっしゃると

思うんですが、数字を見ますと、この参加者数

は1,000人を超えていますので多いなと第一印象

を持っていたんですが、これは、例えば、県内

の県立高校募集定員だけを考えても7,000人を超

えているわけで、そこからすると、本当に一部

の方しか参加していないのかなと思いまして。

加えて、先ほどの説明では、保護者に対しても

この理解を進めていくという取組をやってい

らっしゃるということでしたけれど、ここにつ

いても700人というのが、これは一学校単位とか

地域単位で割っていったときには、かなり少人

数の参加に終わっているのではないかなと受け

止めているんですが、二見委員同様に、この高

校生向けの説明会等々についてはどのように評

価なさっているのか教えてください。

○湯浅雇用労働政策課長 26ページの高校生向

けの一番上にあるジュニアワークフェアなんで

すけれど、こちらのほうは、県内の高校等に声

をかけまして県内企業等の説明を受けるという

機会でございますけれど、基本的に実業系の高

校で、いわゆる来年の３月に卒業して就職しよ
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うという生徒・学生たちが、自分が来年の４月

以降に働くところを探す参考にするというとこ

ろで開催しております。基本的には、そもそも

高校を卒業して就職を考えている実業系の生徒

が中心であるという部分があったりですとか、

あるいは、実際に参加する実業系の学校の中で

も、ある程度、そもそも県外を含めて行く先が

決まっているというような学生・生徒さんは、

こちらのジュニアワークフェアにはもう参加し

ていなかったりとか、そういう実態もあるもの

ですから、ある程度、実業系の中でさらに４月

以降に県内の企業を考えている子を中心という

ところで、全体の生徒数等に比べると若干少な

いという印象を受けられているのかなというふ

うに考えます。

○坂本委員 これは、私は昨年の議会でも取り

上げさせてもらったんですけれども、私もこの

企業説明会に参加させてもらったことがあって、

コロナ前ですけれども、進学校と呼ばれる普通

科高校の参加が少ないというのを見ていまして、

今、最初に申し上げた将来の若年人口の定着を

考えたときには、大学を卒業して宮崎県に帰っ

てくるということを進めていく上でも、普通科

の生徒もちゃんと参加させないと駄目じゃない

ですかということを教育長に申し上げたんです

が、一方で、教育現場ではなくて、商工観光労

働部のほうからもより積極的なアプローチをし

ていただかないと。大きいテーマですよね。若

年人口をしっかり食い止めていくということに

ついてはなかなか成果・効果が出てこないん

じゃないかなと思うんです。ですから、今まで

各委員の方からも将来的な数値目標も含めて大

きなテーマにどう結びつけていくかという視点

で取り組んでいただければなと思っております。

○湯浅雇用労働政策課長 ありがとうございま

す。委員がおっしゃるとおり、県内企業の魅力

を知ってもらうという中で、教育委員会との連

携などをしっかりやっていかないといけないと

思いますので、このジュニアワークフェアをは

じめ、それ以外の教育委員会と関連するような

取組について、商工の立場として県内企業の魅

力が伝わるようにしっかり取り組んでまいりた

いと思います。ありがとうございます。

○脇谷委員長 続いて、32ページから48ページ

までの、産業人材や外国人材などについてお願

いします。

○山口委員 42ページのＵＩＪターン就職サポ

ーターの設置についてのところなんですが、支

援学生数があまりに少ないように感じます。予

算的には1,800万ぐらい使っているんですか。そ

の辺りの課題ってどうなんですか。額の割に

ちょっと少ない。支援学生数の定義が分からな

いんですけれど、ちゃんとしゃべったとかそう

いうことなのか分かりませんが、この辺りを教

えてもらえますか。

○湯浅雇用労働政策課長 こちらに記載のとお

り、東京、大阪、福岡、熊本にサポーターを配

置して、1,800万円の委託料でやっているところ

でございます。実際には、そういったサポータ

ーの方に大学を訪問してもらったりですとか、

あるいは、電話・メールを受ける、大学でのイ

ベントに参加する等をやっているところです。

直接支援というか、相談等で対応した人数とし

て把握できたのは59という数字が上がっていま

す。実際には、大学のほうを訪問した際に学生

課といいますか、そういった就職とかを担当し

ている課の職員に対してアプローチとかをかけ

ているところで、御指摘のとおり、支援学生数

をもっと伸ばしていけるような取組をまた考え

ていきたいと思います。
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○山口委員 取組としてはいいと思うんですけ

れど、僕もインターンとかで春休みと夏休みに

学生を結構受け入れているんですけれど、彼ら

と就職活動の話をするときに一番最初に来るの

が、まず、働く場所とかそういうことじゃなく

て、働くって何だろうとかそのレベルから教え

てあげないといけないと言ったらあれですけれ

ど、そういう話からスタートするので、このＵ

ＩＪターンとかも、県内への就職を希望する学

生に対して、一歩進んでいるかなと思うんです。

もう一歩手前のヤングＪＯＢサポートでキャリ

ア相談とかをされているみたいですが、あのレ

ベルからスタートしたほうが本当はよくて、あ

そこを手厚くした上でＵＩＪターン、宮崎で働

こうのほうにつなげていくというぐらい、手前

のほうをもうちょっと手厚くされたほうがいい

んじゃないかなと思うんですけれど、ヤングＪ

ＯＢサポートのほうは割とそういう学生さんと

かも受け入れているみたいですけれど、人数は

多いんですか。学生からの、どこで働きたいと

かも分からないけれど、取りあえずキャリア相

談をしたいですみたいな、数としては結構ある

んですか。

○湯浅雇用労働政策課長 28ページのほうにあ

りますけれど、ヤングＪＯＢサポートみやざき

の実際の利用者としては、令和５年で4,400人と

いう数字が上がっています。実際に利用してい

る学生とかのお話を聞くと、エントリーシート

の書き方から教えてくれとか、面接が今度ある

んだけれど、どういうふうにやればいいでしょ

うかみたいなところのレベルからの相談も対応

しているようですので、そういった部分からの

サポートをまずはしっかりやりながら、できれ

ば県内の企業にというような形で誘導していく

ようなことができればなと考えております。

○山口委員 誘導はしなくていいと思うんです。

それぞれの人生がありますので紹介すればいい

と思うんですけれど、今言ったのは、エントリ

ーシートとかよりもさらに前です。僕が課題と

して思っているのは、学校でのキャリア教育が

かなり進んでいるとはいえ、学生の中で自分の

将来の職業とかそういうことを勉強したり考え

たりする時間があんまりなくて、就職活動をい

ざするぞとなったときに初めていろいろ考え始

めるような人が多いので、もうちょっと早い段

階でというか、エントリーシートとかに行く前

に、どういう職業があるんだとか、そういうと

ころから相談に乗ってあげる場をこういうヤン

グサポートでも広げていったりとか、説明会の

場においても、別に宮崎で働くと決めていなく

ても、キャリアとしての相談でもいいですよぐ

らいの感じで柔らかく応対するとか、そういう

ところからのほうがもうちょっと広がるかなと

思います。そっちのニーズはすごくあると思い

ますので、今、実際に学生と接していてそうい

うふうに感じるので、そこをもうちょっと考え

てみていただければと思います。

○川北商工観光労働部長 今の御指摘に関して

でございます。私も以前、教育委員会におりま

したので、将来、宮崎のために働きたい、何か

をしたいという学生、そして、県外に出て県外

から宮崎を応援したいという学生、若者、いろ

いろいらっしゃると思います。現在、教育委員

会のほうでは、中学校、高校を含めて、キャリ

ア教育という形で宮崎のよさ、宮崎の中で活躍

している企業のまさに従業員の方から話を聞い

たりということに取り組んでおります。そういっ

た部分は私たちとも連携させていただいて、も

うちょっと充実させていく。そして、今御指摘

のありました大学においても、今、就職支援に
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ついてはかなり充実をしてきているというとこ

ろであると思いますけれども、先ほどもいろい

ろ委員の皆様から御意見を頂きましたが、学生

とか若者の価値観はどんどん変わっていくとい

うこともありますので、そこはきちんと直近の

ニーズを捉えた上で、様々な施策を打っていく

ということが大事だと考えております。

○坂本委員 ＵＩＪターンで、県外の大学・短

大との就職支援協定というのがあったと思うん

ですが、平成の終わりのほうに始まって、令和

２年でしたか、４校というか４法人ぐらい立て

続けにずっと締結なさって、これはいい感じで

進んでいくなと思ったんですけれど、その後が

何かあまり聞こえてこないんですが。これは今、

今年締結されたというのは知っているんですけ

れども、今後、どのようにやっていかれるのか。

また、その成果というか効果をどのように評価

なさっているのかお伺いしたいんですが。

○湯浅雇用労働政策課長 ありがとうございま

す。委員が御指摘の県外大学とのＵＩＪターン

の就職協定ですけれど、今現在、直近だと５月

に神奈川大学と提携を結んで、13県17校と提携

を結んでいる状況にあります。先方の大学さん

とかの希望によって、提携を結んだときにそう

いう提携式というか調印式みたいなのをやりた

いという御希望があればそういったことをやっ

ていますし、特にセレモニー的なものはいいよ

ということであれば、もう事務的に提携を結ん

でというようなことでやっております。あと、

こういった特に提携とかを結んだ県外の大学に

おいて、県内に両親とかが残って学生さんが行っ

ている場合に、県内で父母会みたいなことがあ

ります。子供さんは県外の大学に行って、地元

の御両親に対して大学が説明する会、そういう

場に県のほうからも参加させていただいて、も

し宮崎での就職を考えていれば、ぜひこういっ

た資料を子供さんに渡してくださいということ

で、ＵＩＪターンの情報ですとか、そういった

のを提携大学とかを中心に、父母会のほうに参

加して情報提供というようなことはやっており

ます。

○坂本委員 いや、取組は承知しているんです

けれども、成果としてどのように評価をなさっ

ているのか。結果が出ているということなのか、

あんまりまだ結果に結びついていないというこ

となのか、そこだけちょっと教えていただけま

すか。

○湯浅雇用労働政策課長 失礼しました。実際

にそういう提携で情報を提供したことによって

県内の就職、最終的に決まりそうだという話は

ありますので、一定の効果は上がっているもの

と考えております。

○坂本委員 分かりました。ありがとうござい

ます。

○脇谷委員長 それでは、これで終わりたいと

思います。

執行部の皆さん、どうもありがとうございま

した。御退席いただいて結構です。

午前11時55分休憩

午前11時57分再開

○脇谷委員長 それでは、委員会を再開いたし

ます。

それでは、県内調査についてであります。

資料１、２を御覧ください。

前回の委員協議において、行程案をお示しし、

皆様から御了解を頂いたところであります。

県北調査は７月23日から24日、県南調査は８

月６日から７日の日程で実施予定ですので、よ

ろしくお願いいたします。
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次に、協議事項２の次回委員会についてであ

ります。

次回委員会につきましては、９月25日水曜日

を予定しておりますが、県のみやざき女性就業

支援センターや男女共同参画センター、子育て

中の女性の就業相談を行っているハローワーク

マザーズコーナー、女性の働きやすい職場づく

りに取り組む企業として株式会社グローバルク

リーンの４組の方をお招きする予定です。「女性

就業の現状や働きやすい職場づくりへの取組」

をテーマに、就業を希望する女性や受入れ企業

に対する支援や現状、課題等について、意見交

換をしたいと考えておりますが、いかがでしょ

うか。

開始時間なんですが、先方の御都合もありま

すため、午後２時からを予定しております。

次回の委員会の説明内容などについて、御意

見や御要望はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○脇谷委員長 それでは、特にないようですの

で、次回の委員会の内容につきましては、その

ように調整を図りたいと思います。

日程調整が難しい場合は、正副委員長に御一

任を頂き、関係機関と調整を図りたいと存じま

すが、よろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○脇谷委員長 それでは、そのような形で準備

をさせていただきます。

最後に、協議事項３のその他で、委員の皆様

から何かございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○脇谷委員長 それでは、次回の委員会は９月25

日水曜日午後２時からを予定しておりますので、

よろしくお願いいたします。

それでは、以上で本日の委員会を閉会いたし

ます。ありがとうございました。

午前11時59分閉会

令和６年７月18日（木曜日）
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